















On the Violation of the Right to Act 
Collectively by a False Worker Cooperative: 
Judgment of the Supreme Court of Spain 
of May 8th, 2019
AOTO Seiichi
This study aims to investigate the violation of the right to act collectively 
by a false cooperative, Servicarne, observing judicial precedents on the 
interpretation of the fundamental coop principle of labour relations called 
“worker ownership”. The National Court of Spain （November 17th, 
2017） rejected the arguments of the Labour Inspectorate that Servicarne 
was a simple screen or apparent structure designed to cover the reality of 
some services for others and force to register thousands of workers to 
consider that they were false self-employed. And it judged that 
Servicarne itself is a cooperative and that, therefore, its workers are 
partners and not false self-employed workers. Thereafter, the Supreme 
Court of Spain （May 8th, 2019） accepted a demand by the National 
Confederation of Labour （in Spanish: Confederación Nacional del 
Trabajo） against Servicarne due to an alleged infringement of trade 
union rights, considering ultimately that no limitation on the exercise of 
human rights such as freedom of trade union action shall be made unless 






























































スペイン全国で 1万 7千団体の労協が設立されており、平均売上高は 130
万ユーロに達し、21万人（その大半が組合員）に直接雇用を提供している。
男女平等がほぼ実現しており、協同労働者の 49％ が女性である。なお、ス

























































銀行および会社に関する自由、 1868年 10月 11–19日法律（Ley 11–19 de 




1885年 8月 22日に公布された商法典（Código de Comercio, de 22 de 



















スペイン内戦中の 1938年 10月 27日に承認された新協同組合法は、階
級的・全体主義的な概念を導入し、経営権をもつ理事会の設置を義務付け
た。だが、この法律は 1940年 1月 26日、労働組合連合法の成立をもって




フランコ政権の末期、 1974年 12月 19日に施行された協同組合法（Ley 














同組合」と定義された。そして 1978年 12月 29日に公布されたスペイン
憲法第 22条により、結社の自由が認められ、協同組合運動が正当化され
た。

























































































5.1.　スペイン最高裁判所 2001 年 12 月 17 日判決（Sentencia Social 
Tribunal Supremo, Sala de lo Social, Sección 1, Rec 244/2001 de 17 de 
Diciembre de 2001）
SSC は創設以来、 労働組合ユニオン「労働総同盟」（Confederación 

































5.2.　スペイン全国管区裁判所 2017 年 11 月 17 日判決（Audiencia 
Nacional, Sentencia 166/2017, de 17 de noviembre de 2017, Sala de lo 






1）  SSCは、カタルーニャ協同組合 7月 5日 18/2002法律に基づき設立さ
れた労協である。組合規約に基づき、プロドゥクトス・フロリダ社
（Productos Florida S.A., 以下「PF社」と称す）のため、2015年 10月






ソス社（Aragonesa de Piensos S.A.）およびアビノルサ・イ・バンカル





訴したものの、バスク州高等裁判所 2014年 10月 28日判決により棄
却された。その後も SSCを相手取り、PF社への転属決定の無効、お
よび、労働組合への加入の自由を侵害された事に対する労働条件の原
状回復を求めて提訴したものの、ビトリア地裁 2015年 3月 30日判決
により棄却されている。
3）  PF社のアルマソラ加工場において役務を提供し、CNTに加入する






































立ち 2016年 4月 18日に開催された SSCの理事会において、同組合
員の契約解除が全会一致で決議された。










5）  2016年 4月 11日、労働基準監督署が PF社を調査し、ケース洗浄係
がアグロサマフ社 （Agrosamaf S.L.） に雇用されて役務を提供してい
る事を確認した。
6）  2016年 3月 10日、SSC内に設置された CNTの労働組合部門が第一
回の会合を開催した。なお、SSC側に対する開催通知は受理されてい
ない。























•  協同労働者は、結社の自由に関する組織法（Ley Orgánica 11/1985, de 








全国管区裁判所 2017年 11月 17日判決が言い渡された後、判例を盾に
とり、法の欠缺を利用して企業従業員を労協に強制加入させる事件が相次


















るよう警告した。さらに 2018年 7月、労働基準監督署は SSCを調査し、
全国 50の事業所において 1万 1,000人の偽装協同労働を確認した。労働基
準監督署は SSC に対し、その半数の 5,000人を社会保険に加入させるよう
求めている（El Mundo, 2018–7–30）。
エル・ムンド紙（El Mundo, 2018–8–26）の報道によると、協同労働者を
含む自律労働者 201万 1,000人の 1.6％ に当たる 3万 2,800人が元の雇い主












た（El Mundo, 2018–7–26）。3千万ユーロの費用をかけて 2018年からの 5















7.　スペイン最高裁判所 2019 年 5 月 8 日判決（Tribunal Supremo, 
Sentencia 347/2019, de 8 de mayo de 2019, Sala de lo Social）
CNTは、全国管区裁判所 2017年 11月 17日判決を不服とし、憲法第 24
条（裁判官による実効的な保護）、第 7条（労働組合）、第 28条（労働組合
の自由）、国際労働機関（ILO）条約第 87号（結社の自由および団結権、特






























































































 1） 最低拠出金の割合は各州の協同組合法により異なる：バスク州 10％（第 67条
第 2項 b）、カタルーニャ州 10％（第 81条第 1項 a）、バレンシア州 5％（第 68条
第 2項）、マドリード州 5％（第 60条第 2項 a）、アンダルシア州 5％（第 67条第













  •  民事訴訟法第 218条（判決の網羅性と整合性）
偽装労働者協同組合による団体行動権の侵害について
185
  •  社会裁判規則第 97条 2項（判決理由および証拠の明示）、第 182条（判決）、
第 183条（損害賠償）、第 207条 c号（裁判形式の不備）、同 d号（証拠評価
の誤り）、同 e号（適用法令、規定および判例の違反）
  •  労働組合の自由に関する組織法第 3条 1項（自律労働者の労働組合加入）、
第 13条（労働組合の自由に対する不干渉）、第 15条（不当労働行為の禁止
および救済命令）
  •  国際人権規約第 23条 4項（労働組合の設立と加入）
  •  ヨーロッパ人権条約（結社の自由および団結権、特に第 11条）
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